
 

 
 

 

雇用管理の改善及び事業の合理化計画について 

１ はじめに 

 

山梨県では、雇用管理の改善及び事業の合理化計画に取り組む林業事業主の「認定」

を行っています。（根拠法令：林業労働力の確保の促進に関する法律） 

認定を受けた事業主は「認定事業主」とされ、国、山梨県及び山梨県林業労働セン

ターの支援を受けることができます。資料２ 

 

２ 事業主の要件 

 

次の２つに該当し、林業労働者を「雇用」している事業主が該当します。 

 ※暴力団関係者ではないこと 

 

①森林組合、森林組合連合会又はその他の森林所有者の組織する団体。 

 ②造林業、育林業又は素材生産業を営む者または、これらの者の組織する団体 

   

３ 改善計画の作成 

 

 改善計画の作成には次のような方法がありますが、本県では④が一般的です。 
 
① 事業主が単独で作成する改善計画      

② 複数の事業主が共同で作成する改善計画  

③ 単独の事業主とセンターで作成する改善計画 

④ 複数の事業主とセンターで作成する改善計画 ← 委託募集を利用できるため 

 

４ 計画の内容 

 

 雇用管理の改善及び事業の合理化計画作成・認定確認表を参照ください。別表１ 

事業主が取り組むべき改善措置に対する指針は、「山梨県林業労働力確保促進基本

計画」で定めています。資料３ 

 

〇雇用管理の改善 

  実施項目：雇用管理体制の充実  改善措置の例：雇用管理者の選任 

 

〇事業の合理化 

  実施項目：事業量の安定的確保  改善措置の例：事業規模の拡大 

 

資料１ 



 

 
 

５ 計画の申請 

 

「認定申請関係書類一覧及び手続の流れについて」を参照ください。資料４ 

 

６ 改善計画の実施 

 

「認定事業主」は改善計画に沿って各種改善措置を実施の上、毎年実施状況の報告義

務があります。 

 

〇改善計画の実施状況報告 

  毎年次 6月末までに「改善措置実施状況報告（様式１３）」 

  提出先：林業労働センター 

〇5ヶ年の改善計画期間満了 

  期間満了翌年の 6月末までに「改善措置実施結果報告（様式１４）」 

  提出先：林業労働センター 

 

７ その他 

 

①「要件」に該当しないことが判明した場合や虚偽の申請を行った場合、認定を取り

消すことがあります。 

 

②改善計画の変更が必要な場合は、改善計画変更認定申請書（様式７）又は改善計画

変更届出書（様式８）をご提出ください。詳しくは、センターにご相談ください。 

 

８ 計画作成の支援 

 

計画作成については、センターが全面的にサポートします。 

 

①電話、メールによる相談対応 

②対面での計画書作成支援（センター・センター職員による事業体訪問） 
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森林整備担い手対策事業（基金事業） 
 

助成項目 助成内容 助成対象経費 補助率 

①労働災害補償保

険上乗せ補償助

成 

年間200日以上林業労働に

従事した者に対し、労災保険

の上乗せ補償制度に加入し

た場合、経費の一部を助成。 

労災保険の上乗せ補

償共済掛金 
1/2 以内 

②特殊検診（蜂刺

されアレルギー

検査）助成 

蜂刺されアレルギー検査を

受診させた場合、経費の一部

を助成。 

蜂刺されアレルギー

検査受診料(1 人当た

り 2,415 円以内) 

1/2 以内 

③蜂刺され対策 

（エピペン助成） 

アドレナリン自己注射器（エ

ピペン）の導入経費の一部を

助成。 

注射器の導入経費及

び使用方法の指導料

(1 人当たり 15 千円

以内) 

1/2 以内 

④高度技能作業訓

練日給補償助成 

就業者養成（林業架線）研修

受講者に対し日給補償を行

った場合、経費の一部を助

成。 

研修受講者の日給(1

人 1 日当たり 10 千

円以内) 

1/2 以内 

⑤高度技能資格・

免許取得助成  

各種資格・免許を取得するた

めの講習等を受講させた場

合、経費の一部を助成する。 

講習受講料 1/2 以内 

⑥新規参入者奨励

金 

４０歳以下の従事者を月給

制で通年雇用した場合、奨励

金を給付。 

奨励金（新規採用から

2 ヵ年） 

１年目 

月１万５千円以内 

 

２年目 

月７千５百円以内 

⑦就労環境整備経

費助成 

作業現場における更衣室・

トイレの整備経費の一部を

助成。 

消耗品費(50,000 円未

満)を補助。 

「緑の雇用」の新規就業者

育成対策を実施する現場

は、消耗品費と備品購入費

(50,000 円以上)を補助。 

対象経費は、女性 1 人当り

240,000 円を上限とす

る。 

１/２以内 

新規採用から３年

以内 
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